
【様式第1号】

自治体名：岩国市

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 391,047,918   固定負債 125,928,640

    有形固定資産 365,614,681     地方債等 81,680,471

      事業用資産 170,806,348     長期未払金 -

        土地 96,180,435     退職手当引当金 9,992,257

        立木竹 1,455,166     損失補償等引当金 -

        建物 152,942,721     その他 34,255,913

        建物減価償却累計額 -99,756,957   流動負債 12,120,723

        工作物 32,718,552     １年内償還予定地方債等 8,582,978

        工作物減価償却累計額 -21,527,229     未払金 2,194,747

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 1,015,457

        航空機 -     預り金 188,727

        航空機減価償却累計額 -     その他 138,815

        その他 - 負債合計 138,049,363

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 8,793,659   固定資産等形成分 404,850,791

      インフラ資産 186,155,256   余剰分（不足分） -128,690,127

        土地 57,487,407   他団体出資等分 -

        建物 12,832,105

        建物減価償却累計額 -5,461,447

        工作物 312,572,998

        工作物減価償却累計額 -202,209,487

        その他 2,567

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 10,931,112

      物品 24,581,430

      物品減価償却累計額 -15,928,353

    無形固定資産 433,879

      ソフトウェア 70,914

      その他 362,965

    投資その他の資産 24,999,357

      投資及び出資金 1,300,293

        有価証券 291,046

        出資金 1,009,247

        その他 -

      長期延滞債権 1,107,258

      長期貸付金 236,947

      基金 22,328,963

        減債基金 -

        その他 22,328,963

      その他 119,800

      徴収不能引当金 -36,121

  流動資産 23,162,110

    現金預金 7,144,629

    未収金 2,234,095

    短期貸付金 123,805

    基金 13,679,069

      財政調整基金 9,663,477

      減債基金 4,015,592

    棚卸資産 15,271

    その他 1,572

    徴収不能引当金 -36,331

  繰延資産 - 純資産合計 276,160,664

資産合計 414,210,027 負債及び純資産合計 414,210,027

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：岩国市

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 33,432

    その他 596

純行政コスト 93,000,642

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 159,854

  臨時利益 34,028

  臨時損失 1,329,372

    災害復旧事業費 780,984

    資産除売却損 385,106

    使用料及び手数料 5,159,445

    その他 1,436,777

純経常行政コスト 91,705,297

      社会保障給付 12,853,208

      その他 108,632

  経常収益 6,596,221

        その他 1,101,188

    移転費用 56,521,134

      補助金等 43,559,294

      その他の業務費用 1,693,236

        支払利息 560,806

        徴収不能引当金繰入額 31,242

        維持補修費 2,505,204

        減価償却費 10,379,867

        その他 -

        その他 2,457,325

      物件費等 25,819,478

        物件費 12,934,407

        職員給与費 10,723,410

        賞与等引当金繰入額 1,016,937

        退職手当引当金繰入額 70,000

  経常費用 98,301,519

    業務費用 41,780,385

      人件費 14,267,671

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：岩国市

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 272,669,656 397,822,533 -125,152,877 -

  純行政コスト（△） -93,000,642 -93,000,642 -

  財源 96,064,632 96,064,632 -

    税収等 57,453,488 57,453,488 -

    国県等補助金 38,611,145 38,611,145 -

  本年度差額 3,063,990 3,063,990 -

  固定資産等の変動（内部変動） 6,601,240 -6,601,240

    有形固定資産等の増加 12,979,529 -12,979,529

    有形固定資産等の減少 -10,501,940 10,501,940

    貸付金・基金等の増加 7,212,791 -7,212,791

    貸付金・基金等の減少 -3,089,139 3,089,139

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 428,319 428,319

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -1,301 -1,301 -

  本年度純資産変動額 3,491,008 7,028,258 -3,537,250 -

本年度末純資産残高 276,160,664 404,850,791 -128,690,127 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：岩国市

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 156,153

本年度歳計外現金増減額 32,574

本年度末歳計外現金残高 188,727

本年度末現金預金残高 7,144,629

財務活動収支 3,776,299

本年度資金収支額 221,325

前年度末資金残高 6,734,578

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 6,955,902

    地方債等償還支出 8,618,494

    その他の支出 625

  財務活動収入 12,395,418

    地方債等発行収入 12,375,200

    その他の収入 20,218

    資産売却収入 72,682

    その他の収入 169,469

投資活動収支 -10,363,560

【財務活動収支】

  財務活動支出 8,619,119

    その他の支出 -

  投資活動収入 10,539,818

    国県等補助金収入 7,268,739

    基金取崩収入 2,885,468

    貸付金元金回収収入 143,459

  投資活動支出 20,903,378

    公共施設等整備費支出 13,690,587

    基金積立金支出 7,161,591

    投資及び出資金支出 310

    貸付金支出 50,890

    災害復旧事業費支出 780,984

    その他の支出 478,333

  臨時収入 220,981

業務活動収支 6,808,586

【投資活動収支】

    税収等収入 56,272,368

    国県等補助金収入 32,618,996

    使用料及び手数料収入 5,125,614

    その他の収入 1,617,241

  臨時支出 1,259,317

    移転費用支出 56,537,438

      補助金等支出 43,575,598

      社会保障給付支出 12,853,208

      その他の支出 108,632

  業務収入 95,634,219

    業務費用支出 31,249,860

      人件費支出 14,170,306

      物件費等支出 15,410,992

      支払利息支出 560,806

      その他の支出 1,107,757

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 87,787,298



【様式第５号】

全体附属明細書
１．全体貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

区分
前年度末残高

（A）
本年度増加額

（B）
本年度減少額

（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

 事業用資産 286,820,816             7,871,815                2,602,097                292,090,534             121,284,186             4,165,071                170,806,348             
　  土地 96,194,356               40,022                    53,943                    96,180,435               -                            -                            96,180,435               
　　立木竹 1,455,166                -                            -                            1,455,166                -                            -                            1,455,166                
　　建物 151,286,335             2,029,458                373,072                   152,942,721             99,756,957               3,072,899                53,185,765               
　　工作物 32,648,405               70,148                    -                            32,718,552               21,527,229               1,092,172                11,191,323               
　　船舶 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　浮標等 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　航空機 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　その他 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　建設仮勘定 5,236,554                5,732,187                2,175,082                8,793,659                -                            -                            8,793,659                
 インフラ資産 386,945,471             12,586,163               5,705,445                393,826,189             207,670,933             5,187,454                186,155,256             
　　土地 57,036,117               558,278                   106,988                   57,487,407               -                            -                            57,487,407               
　　建物 11,585,415               1,246,702                12                          12,832,105               5,461,447                326,801                   7,370,658                
　　工作物 307,877,633             4,731,822                36,457                    312,572,998             202,209,487             4,860,653                110,363,511             
　　その他 2,567                      -                            -                            2,567                      -                            -                            2,567                      
　　建設仮勘定 10,443,740               6,049,361                5,561,988                10,931,112               -                            -                            10,931,112               
 物品 22,974,775               1,775,430                168,775                   24,581,430               15,928,353               957,499                   8,653,077                

合計 696,741,063             22,233,407               8,476,316                710,498,154             344,883,473             10,310,023               365,614,681             



1  

全体財務書類における注記 
 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの･････････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円として

います。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、一部の連結対象団体（地方公営企業会計）においては、原則、取得原価と

しています。 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のないもの･･･････････････････････取得原価 

 

②  出資金 

市場価格のないもの･･･････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による低価法 
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⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･･･････････････････････････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 3年～65年 

工作物 2年～80年 

物品 2年～35年 

ただし、一部の連結対象団体（地方公営企業会計）については定率法によってい

ます。 

② 無形固定資産･･･････････････････････････････定額法 

ソフトウェア 5年 

その他 10年～45年 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものにつ

いて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上

しています。 

 

② 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収

不能見込額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体（地方公営企業会計）においては、貸倒実績率等に

よる回収不能見込額を計上しています。 

 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律（平成19年法律第94号）に規定する将来負担比率の算定に含

めた将来負担額を計上しています。 
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⑤ 賞与等引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当

額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上していま

す。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年未満のリース取

引及びリース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引を除きま

す。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでい

ます。 

 
⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（地方公営企業会計）については、税抜方式によっ

ています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

 

重要な会計方針の変更等はありません。 

 

3 重要な後発事象 

 

重要な後発事象はありません。 
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4 偶発債務 

 

⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

 

5 追加情報 

 

⑴ 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

介護保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

周東食肉センター事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

観光施設運営事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

錦帯橋管理特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

市場事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

駐車場事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

工業用水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

簡易水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 
 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営事業会計及び地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

  

 

 
団体（会計）名 

 

 
確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 

 

 

 総額 
損失補償等引当金 

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

岩国市土地開発公社 － － 1,984,589千円 1,984,589千円 

計 － － 1,984,589千円 1,984,589千円 
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⑵ 出納整理期間 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第235条の5に基づき、出納整理期間を設け

られている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を

終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている

団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金

の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

⑶ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

「現に公用もしくは公共用に供されていない公有財産（一時的に賃貸して

いる場合を含む）」、「売却が既に決定している、または、近い将来売却

が予定されていると判断される資産」のいずれかに該当する資産のうち、

「庁内組織において売却予定とされている公共資産」 

 

イ 内訳 

事業用資産 23,980千円（23,785千円） 

土地  23,980千円（23,785千円） 

 

令和7年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、不動産鑑定士による鑑定評価によっています。 

上記の（23,785千円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 
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